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１．研究の背景と目的 

 生物多様性基本法（2008）では、国だけでなく、

事業者に生物多様性の保全の責務が盛り込まれた

現在では、企業による生物多様性保全活動が散見

されるようになった。 

 一方で、生物多様性の消失に対する影響緩和の

手段として、生物多様性オフセットの可能性は極

めて高いと示している（田中，1995）。生物多様

性オフセットとは、開発事業団による影響が回避

しても最小化しても尚残る影響を他の場所で同様

の自然を復元・創造・増強することで代償する仕

組みである。（田中、大田黒，2010）。 

 宮崎（2014）では、今後必要なのは、企業の社

会貢献としての生物多様性保全活動が生物多様性

に対してプラスの影響を与えることである、と指

摘されている。また、足立（2013）によると、企

業活動が生物多様性に与える影響を最小限にしよ

うとするだけでは、マイナスの影響をプラスマイ

ナスゼロに近づける活動でしかない、と指摘され

ている。 

本研究では日本国内に拠点を構える企業に幅広

い視点から着目し、企業の生物多様性保全活動の

現状を明らかにする。特に、プラスの影響に着目

し、企業の生物多様性保全措置の現状を整理する。

また、プラスの影響を生物多様性オフセットの観

点から回避・低減や代償措置などに関連した企業

の生物多様性保全措置を調査及び分析することで

企業の生物多様性保全活動の動向を明らかにする。 

 

２．研究方法と期間 

企業の環境方針・生物多様性方針・具体的取組

に関する調査及び分析を行った。調査対象は、日

本標準産業分類による、農業・林業と漁業を合わ

せた農林水産業界、鉱業・採石業・砂利採取業、

建設業、製造業、電気・ガス・熱供給・水道業、

情報通信業、運輸業・郵便業、卸売業・小売業、

金融業・保険業、不動産業・物品賃貸業、宿泊業・

飲食サービス業の以上 11 業界とした。 また、

これらの分類で業界単位の現状を比較するために

は、企業規模がある程度同じレベルの企業を比較

しなければならない。そこで、上記の 11 業界の

中で、資本金が上位の各 10 社を調査対象とする

こととした。研究期間は、2014 年 5 月から 2015

年 1 月である。 

 

３．研究結果 

３－１．環境方針における調査結果と分析 

環境方針における第一段階の調査では、まず結

論から述べると、調査対象 110 社が各業界の資本

金上位 10 社ということもあり、ほとんどの企業

が方針を策定していることがわかった。実に、110

社中の 97 社が環境方針を規定しており、これは

全体の 88％の割合に相当すると明らかになった。

この数値から考えられることは、業界区分に関係

なく、国内の企業が全体的に環境問題への関心が

高まっているということである。生物多様性に関

して何らかの対策や方針が規定されているか否か

という議論をする前に、そもそも環境方針が規定

されているか否かということを見ることによって、

国内企業の広い意味での環境問題への関心度を把

握することができた。 

また、環境方針では企業の事業活動と直結させ

た環境方針を規定しているものや、完全に事業活

動外のボランティア活動として位置付けている企

業など様々であり、環境方針の規定状況だけでそ

の企業の環境保全措置の動向を探ること、生物多

様性保全措置や生物多様性オフセットの観点から

完全に分析することは非常に難しい。 

３－２．生物多様性方針における調査結果と分析 

生物多様性方針からわかる企業の生物多様性保

全活動の動向は、各項目で大きく違う結果が出た。

各項目というのは、生物多様性方針の有無、回避・

低減の概念の有無、代償・ノーネットロスの概念

の有無である。生物多様性方針は調査対象の約 2

割しか策定されていなかったが、生物多様性方針

を規定している企業は、そこで回避・低減の概念

を組み込んでいるものが 9 割以上で、代償・ノー

ネットロスの概念を組み込んでいるものは 1社も

なかった。全体的にみると、生物多様性方針の有

無と代償・ノーネットロスの調査結果は非常に低

い割合となり、回避・低減に関する調査の結果は

非常に高い割合となった。 

つまり、生物多様性方針の中で生物多様性保全

活動における最初の障壁は、生物多様性方針を設

けるという点であることが読み取れる。環境方針

に比べて、生物多様性方針を規定するとなると、

一気に該当する企業は少なくなる。この結果は、

企業の中で環境方針という大きな方針の他に、生



 

物多様性に関して指針を規定するということが一

つの大きなハードルとなっていると言えるのでは

ないだろうか。また、このハードルをクリアして

いる企業は次に行った回避・低減の概念を定義し

ているものが多かったことが明らかになった。つ

まり、生物多様性方針を規定すれば、その企業の

方針に回避・低減の概念も障害なく組み込むこと

ができるということである。 

３－３．具体的取り組みにおける調査結果と分析 

直接影響、間接影響、事業外の活動、いずれに

おいても約 8 割以上の企業が生物多様性保全措置

を行っていた。また、その中で回避・低減に関す

る概念も約 7 割以上の企業が定義していた。そし

て、代償・ノーネットロスの概念は、建設業の直

接影響において 4 社が確認され、建設業と情報通

信業の事業外の活動においてそれぞれ 2 社と 3 社

が確認できた。 

 

４．結論と考察 

 まず、生物多様性という広いテーマから、各企

業の活動を業界別に見ると、生物多様性に関する

指針が割合的に多く見られた業界は、製造業、電

気・ガス・熱供給・水道業、情報通信業の他にも、

建設業や不動産業・物品賃貸業などがあり、いず

れも土地開発やモノづくりに関連した業界が多く

挙げられる。これは、開発やモノの消費が少なく、

生態系への影響も少ない運輸業・郵便業、金融業・

保険業、宿泊業・飲食サービス業などとは違い、

事業内容が生態系へ大きく影響を与えるためであ

ると考えられる。また、生物多様性オフセットの

観点から各企業の活動を業界別にみると回避・低 

減に関する方針や活動が多いが代償・ノーネット

ロスに関する方針や活動は非常に少ない。仮に、

生物多様性オフセットが日本に導入され、制度化

された際に、現状の民間企業の動向では、代償・

ノーネットロスの概念と合致するような活動はさ

れていない。田中（2014）では、回避しても最小

化してもどうしても残る悪影響については代償ミ

ティゲーションを義務付けることが必要である、

と指摘されている。つまり、民間企業の生物多様

性保全活動においても代償やノーネットロスに関

する動きが活発に行われるべきである。 
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項目 

 

 

 

業界 

環境方針に関する調査 生物多様性方針に関する調査 

環境方針の有

無 

生物多様性に

関する方針 
回避・低減 

代償・ノーネッ

トロス 

生物多様性方針

の有無 
回避・低減 

代償・ノーネッ

トロス 

農林・水産業 50％ 20％ 100％ 0％ 0％ ― ― 

鉱業、採石業、

砂利採取業 
60％ 33％ 100％ 0％ 20％ 100％ 0％ 

建設業 100％ 30％ 100％ 33％ 40％ 100％ 0％ 

製造業 100％ 50％ 60％ 0％ 80％ 100％ 0％ 

電気・ガス・熱

供給・水道業 
100％ 50％ 40％ 0％ 30％ 100％ 0％ 

情報通信業 100％ 57％ 100％ 0％ 10％ 100％ 0％ 

運輸業、郵便業 70％ 10％ 100％ 0％ 0％ ― ― 

卸売業、小売業 100％ 50％ 100％ 0％ 20％ 50％ 0％ 

金融業、保険業 100％ 0％ ― 0％ 0％ ― ― 
不動産業、物品

賃貸業 
90％ 44％ 100％ 0％ 10％ 100％ 0％ 

宿泊業、飲食サ

ービス業 
100％ 0％ ― ― 0％ ― ― 

表 1 環境方針と生物多様性方針に関する調査結果 

出典：各企業（2014）の環境報告書を基に水草が作成 

注 1：割合は各調査項目の中での割合である 

注 2：ハイフンは前項目で調査が終了したものである 


